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当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全体版）を電磁的方法によりご提供することを定めております。上記PCサイト
にアクセスし、「ファンドを検索する」等から、当ファンドのページを表示させることにより、運用報告書（全体版）を閲覧及び
ダウンロードすることができます。なお、ご請求いただいた場合には交付いたしますので、販売会社までお問い合わせください。 

 
東京都中央区入船1－2－9 八丁堀MFビル８階 

照会先 
ホームページアドレス：http://www.fivestar-am.co.jp/
お客様デスク：03-3553-8711 
(受付時間：委託会社の営業日の午前９時～午後５時まで)

 

追加型投信／国内／株式／特殊型（ロング・ショート型） 

 交 付 運用報告書    
 第６作成期
 （作成対象期間 2018年２月28日～2018年８月27日） 
 第11期（決算日 2018年５月28日）
 第12期（決算日 2018年８月27日）    

   
第12期末（2018年８月27日） 
基準価額 10,023円 
純資産総額 742百万円 

第６作成期 
（2018年２月28日～2018年８月27日） 

騰落率 △6.1％ 
分配金合計 150円 

（注１） 以下本書において、基準価額及び分配金は１万口当たりで表記
しています。 

（注２） 騰落率は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみな
して計算したもので、小数点第２位を四捨五入して表示してお
ります。 

（注３） 純資産総額の単位未満は切り捨てて表示しております。

  
受益者のみなさまへ
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ
ます。さて、「MASAMITSUデータセクション・
ビッグデータ・ファンド」は、このたび、第12
期決算を行いました。ここに、第11期、第12期
の運用状況をご報告申し上げます。 
当ファンドは、わが国の株式を主要投資対象
とし、各種経済データ（数値データ）やソー
シャルデータ（非数値データ）を含む種々多様な
データであるビッグデータの分析に基づいて、
株式ロングショート戦略による絶対リターンに
より、中長期的な信託財産の成長を目指して運
用を行いました。 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願
い申し上げます。
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★運用経過 
☆基準価額等の推移 

   
純資産総額（右軸） 分配金再投資基準価額（左軸）
基準価額（左軸） 参考指数（左軸） 

 
第11期首：10,832円 
第12期末：10,023円（既払分配金150円）
騰落率：△6.1％（分配金再投資ベース） 

（注１） 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注３） 当ファンドはベンチマークはありません。参考指数はTOPIX（東証株価指数）（配当込み）です。詳細につきましては後記をご覧くだ
さい。 

（注４） 分配金再投資基準価額及び参考指数は、2018年２月27日の値を基準価額に合わせて指数化しています。 
（注５） 騰落率は小数点第２位を四捨五入しております。 
 
☆基準価額の主な変動要因 
＜上昇要因＞  
・ ４月：米中間でようやく貿易摩擦の関税回避に向けた解決策の交渉の可能性が伝えられたことや、
南北首脳会談で北朝鮮の非核化に向けた合意がなされる内容となったことなどが好感され、保有す
るロング（買い）ポジションがプラス寄与となりました。 

・ ７月：米国企業の決算発表が本格化し、その期待感から米国株は上昇、米ナスダック総合指数は史
上最高値を更新したことなどが好感され、保有するロング（買い）ポジションがプラス寄与となり
ました。 

 
＜下落要因＞  
・ ３月：トランプ政権による鉄鋼・アルミニウムの輸入制限に端を発する貿易摩擦、ティラーソン国
務長官辞任を通じた米国政権の混乱などが嫌気され、保有するロング（買い）ポジションがマイナ
ス寄与となりました。 

・ ６月：米中の貿易摩擦激化懸念が世界的に波及したことや、米国がイラン核合意からの離脱表明に
関して引き続き両国間の関係悪化などが嫌気され、保有するロング（買い）ポジションがマイナス
寄与となりました。 

・ ８月：日本株式市場は、トルコ・リラの急落などを背景に円高ドル安が進行したことが嫌気され下
落する中、株式市場全体の売買代金が細る環境下で特に中・小型株の下落が目立ったことから、保
有するロング（買い）ポジションがマイナス寄与となりました。   
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☆１万口当たりの費用明細 

項目 
第11期～第12期

項目の概要 (2018年２月28日～2018年８月27日)
金額(円) 比率(％)

(a) 信託報酬 104 0.99 (a) 信託報酬＝〔期中の平均基準価額〕×信託報酬率
期中の平均基準価額は10,543円です。 
信託報酬に係る消費税は当(作成)期末の税率を採用しています。

(投信会社) ( 58) ( 0.55) 委託した資金の運用、基準価額の計算、開示資料作成等の対価
(販売会社) ( 42) ( 0.40) 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管

理、購入後の情報提供等の対価 
(受託会社) ( 4) ( 0.04) 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 
(成功報酬額) ( －) ( －) ファンドの運用実績に応じて委託会社が受け取る運用の対価

(b) 売買委託手数料 92 0.87
(b) 売買委託手数料＝

〔期中の売買委託手数料〕
×10,000 

(株式) ( 73) ( 0.69) 〔期中の平均受益権口数〕
(投資証券) ( 0) ( 0.00) 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支

払う手数料 (新株予約権証券) ( －) ( －)
(先物オプション) ( 1) ( 0.01)
(信用) ( 18) ( 0.17)
(投資信託受益証券) ( －) ( －)

(c) 有価証券取引税 － －
(c) 有価証券取引税＝

〔期中の有価証券取引税〕
×10,000 

(株式) ( －) ( －) 〔期中の平均受益権口数〕
(投資証券) ( －) ( －) 有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関

する税金 (新株予約権証券) ( －) ( －)
(先物オプション) ( －) ( －)
(信用) ( －) ( －)
(投資信託受益証券) ( －) ( －)

(d) その他費用 74 0.71
(d) その他費用＝

〔期中のその他費用〕 
×10,000 

(保管費用) ( －) ( －) 〔期中の平均受益権口数〕
(監査費用) ( 7) ( 0.07) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の

保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用 
監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用 
印刷費用は、交付運用報告書等の作成・印刷・送付に係る費
用、及び信託財産計理業務に係る費用 
信用取引は、信用取引に係る品貸料、未払配当金等 
その他は、金銭信託への預入金額に対する手数料 

(印刷費用) ( 26) ( 0.25)
(信用取引) ( 40) ( 0.38)
(その他) ( 1) ( 0.01)

合計 270 2.57
（注１） 期中の費用（消費税にかかるものは消費税を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

なお、売買委託手数料、有価証券取引税及びその他費用は、当ファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファン
ドに対応するものを含みます。 

（注２） 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 各比率は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数点第２位未満は四

捨五入してあります。 
（注４） －印は該当がないことを示します。   
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☆最近５年間の基準価額等の推移 

  
純資産総額（右軸） 分配金再投資基準価額（左軸）
基準価額（左軸） 参考指数（左軸） 

（注１） 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

（注２） 設定日の基準価額は当初設定価額を、純資産総額は当初設定元本額を表示しております。なお、当作成期末においてファンド設定日（2015
年８月28日）から５年に満たないため、設定時を起点として計算しております。 

（注３） 当ファンドはベンチマークはありません。参考指数はTOPIX（東証株価指数）（配当込み）です。詳細につきましては後記をご覧くだ
さい。 

（注４） 分配金再投資基準価額及び参考指数は、10,000の値を基準価額に合わせて指数化しています。 
 

 2015年８月28日 2016年８月29日 2017年８月28日 2018年８月27日 

基準価額（円） 10,000 8,830 10,093 10,023 
期間分配金合計（税込み）（円） ― 0 100 350 
分配金再投資基準価額騰落率（％） ― △11.7 15.4 2.6 
参考指数騰落率（％） ― △13.5 24.5 10.4 
純資産総額（百万円） 2,203 1,516 1,226 742 
※騰落率は１年前の決算応答日との比較です。設定日の基準価額および純資産総額には、当初設定価額、当初設定元本額を用いております。 
※－印は該当がないことを示します。 
※上記騰落率は、小数点第２位を四捨五入して表示しております。 
※純資産総額の単位未満は切り捨てて表示しております。 
 
参考指数は、TOPIX（東証株価指数）（配当込み）です。参考指数は投資対象資産の市場動向を説
明する代表的な指数として記載しております。 
TOPIX（東証株価指数）とは、株式会社東京証券取引所（以下「東証」）が算出、公表する指数で、
東京証券取引所市場第一部に上場している内国普通株式全銘柄を対象とした時価総額加重型の株価指
数です。同指数は、東証の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関する全
ての権利は、東証が有しております。なお、東証は、ファンドの設定又は売買に起因するいかなる損
害に対しても、責任を有しません。   
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☆投資環境 
（前期末2018年２月28日～当期末2018年８月27日） 
本ファンドの当期末である2018年８月27日
には、日経平均株価指数は22,799.64円となり、
前期末の22,389.86円と比較して＋409.78円上
昇し＋1.83％の上昇率となりました。一方、同期
間のTOPIX株価指数（配当込み）は、－293.60
ポイント下落し－2.34％の下落率となりました。 
日本株式市場は、２月中旬以降には米国株が反
発して日本株式市場も連れ高して一時反転上昇す
るも、米中貿易摩擦激化懸念や米国務長官の辞任、
ドル円レートの一時104円台までの円高進行など
を嫌気して、３月には一段安の展開となりました。   
４月では、米中間でようやく貿易摩擦の関税回避に向けた解決策の交渉の可能性が伝えられたことや、
南北首脳会談で北朝鮮の非核化に向けた合意がなされる内容となったことなどが好感され上昇する推
移となりました。また、米国長期金利の上昇などを背景に３月下旬にはドル円レートが104円台で推移
していたのが、５月中旬には111円台に円安が進行したことも追い風となりました。しかし、５月下旬
には米朝首脳会談が中止されるとの報道やイタリア政治情勢の不安などからリスク回避の動きが強ま
り、ドル円レートは月末に108円台まで円高に推移し、軟調な推移となりました。６月に発表された米
雇用統計が堅調であったことから再び円安傾向に推移し上昇に転じましたが、６月下旬から再び米中
の貿易摩擦激化懸念が世界的に波及したことが嫌気され、下落する推移となりました。７月中旬以降
は、米中の貿易摩擦の過度な警戒感が一旦落ち着く中、トランプ減税を追い風とした米国企業の決算
発表が本格化し、その期待感から米国株が上昇したことが好感され、上昇しました。８月には米中貿
易摩擦を背景とした中国の株式や通貨の下落やトルコ・リラの急落などを嫌気し下落しましたが、米
国株の上昇や円安ドル高傾向が下支えし、当期末にかけては下げ幅を縮小する推移となりました。 
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☆当該投資信託のポートフォリオ 
＜MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・ファンド＞ 
当ファンドは、主要投資対象の「MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンド

（以下、マザーファンドといいます。）」受益証券を高水準に組み入れることを基本としました。当
ファンドは、マザーファンドを通じて、日本の株式に投資する株式ロングショート戦略で運用を行う
事を基本としているため、基準価額はマザーファンドの運用成果の影響を大きく受けました。 
 
＜MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンド＞ 
当ファンドは、ビッグデータ分析システム（ビッグデータに基づく株価予測システム）を活用し、

人間たるファンドマネジャーの知見と合わせて、投資対象を特定のテーマやセクター等に限定せずに
割安株（バリュー株）・成長株（グロース株）のいずれも幅広く投資対象とします。投資対象の選択
に際して活用するビッグデータ分析システムでは、各種経済データ（数値データ）やソーシャルデー
タ（非数値データ）を含む世の中の種々多様なデータであるビッグデータを統合的に分析し、近未来
の株価動向の予測を打ち立て、リスクを極小化した上でのリターンの極大化を目指します。ポート
フォリオは、株式ロングショート戦略の投資手法を基本とし、個別銘柄投資の成果を享受できるよう
に構築をしています。また、運用の効率を図るために株価指数先物取引等のデリバティブ取引を利用
します。 
当期においては、ビッグデータ分析システムを活用し、ファンドマネジャーの知見と合わせて、投

資対象を特定のテーマや業種などに限定せずに割安株や成長株のいずれも幅広く投資対象として運用
を行いました。ポートフォリオは、株式ロングショート戦略の投資手法を基本とし、中長期投資を主
眼としながらも、短期的な投資リターンの極大化という観点を取り入れて、絶対収益の獲得を目指し
た機動的な売買を行いました。当期間のネットポジション（ロング（買い）ポジションからショート
（売り）ポジションを差し引いた額の運用純資産額に対する割合）は、およそプラス16％～プラス68％
の間で、株式市況環境を鑑みて運用の効率を図るために株価指数先物取引等のデリバティブ取引を利
用しながら、機動的に調整を行いました。 
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☆当該投資信託のベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。 
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率の対比です。  

 
（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。 

 
 
☆分配金 
分配金額は、経費控除後の利子・配当等収益、基準価額水準等を考慮して以下の通りとさせていた

だきました。なお、収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づ
いて運用を行います。 
 

（１万口当たり・税引前）

項目 第11期 第12期
2018年２月28日～2018年５月28日 2018年５月29日～2018年８月27日

当期分配金 （円） 100 50
（対基準価額比率） （％） (0.94) (0.50)
 当期の収益 （円） － －
 当期の収益以外 （円） 100 50
翌期繰越分配対象額 （円） 785 736
（注１） 「当期の収益」及び「当期の収益以外」は、円未満を切り捨てて表示していることから、合計した額が「当期分配金」と一致しない場合

があります。 
（注２） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なり

ます。 
（注３） －印は該当がないことを示します。 
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★今後の運用方針 
＜MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・ファンド＞ 
当ファンドは、主としてMASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンド（以下、

「マザーファンド」といいます。）の受益証券を通じて、ビッグデータに基づく株価予測システムを
活用し、人間たるファンドマネジャーの知見と合わせて、わが国の金融商品取引所上場株式（上場予
定を含みます。）に投資を行い、株式ロングショート戦略での投資手法による絶対的リターンを追求
し、中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行います。 
 
＜MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンド＞ 
当ファンドは、今後も従来の運用方針を継続します。ビッグデータ分析システム（ビッグデータに

基づく株価予測システム）を活用し、人間たるファンドマネジャーの知見と合わせて、投資対象を特
定のテーマやセクター等に限定せずに割安株（バリュー株）・成長株（グロース株）のいずれも幅広
く投資対象とします。投資対象の選択に際して活用するビッグデータ分析システムでは、各種経済
データ（数値データ）やソーシャルデータ（非数値データ）を含む世の中の種々多様なデータである
ビッグデータを統合的に分析し、近未来の株価動向の予測を打ち立て、リスクを極小化した上でのリ
ターンの極大化を目指します。今後も当ファンドでは、主に、①「より精度の高い分析結果をより多
く生み出すこと」、②「分析結果に基づきファンドマネジャーがリターンに直結する類推をより多く
働かせること」、③「システムの分析の質量を不断に向上させること」の3点の向上に努め、株式ロン
グショート戦略での手法により絶対的リターンを追求し、中長期的な信託財産の成長を目指して運用
を行います。 
 
今後とも引き続きご愛顧を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 

 
 
★お知らせ 
該当事項はございません。   
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★当該投資信託の概要 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式／特殊型（ロング・ショート型） 

信 託 期 間 平成27年８月28日から平成37年８月27日 

運 用 方 針 
主として、MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンドの受益証券（以下
「マザーファンド受益証券」といいます。）への投資を通じて、株式ロングショート戦略によ
る絶対的リターンにより、中長期的な信託財産の成長を目指して運用します。 

主要投資対象 

当 フ ァ ン ド 下記のマザーファンド受益証券を主要投資対象とします。 

M A S A M I T S U 
データセクション・ 
ビ ッ グ デ ー タ ・ 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

わが国の金融商品取引所（金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商
品取引所および金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融
商品市場を「取引所」といい、取引所のうち、有価証券の売買または金融
商品取引法第28条第８項第３号もしくは同項第５号の取引を行う市場およ
び当該市場を開設するものを「証券取引所」といいます。以下同じ。）上
場株式を主要投資対象とします。 

運 用 方 法 

主にマザーファンド受益証券に投資します。 
各種経済データ（数値データ）やソーシャルデータ（非数値データ）を含む種々多様なデータ
であるビッグデータを分析することで株価上昇が見込まれる株を買い付け、株価下落が見込ま
れる株を売り付ける運用、およびその他派生商品を利用した運用を行います。 

組 入 制 限 

当 フ ァ ン ド 株式への実質投資割合には制限を設けません。 

M A S A M I T S U 
データセクション・ 
ビ ッ グ デ ー タ ・ 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 

毎年４回（２月、５月､８月、11月の27日。但し休業日の場合は翌営業日）決算を行い、以下
の方針に基づき分配を行います。 
① 分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）等とします。 
② 分配原資の範囲内で委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して収益分配金額を決定し、
収益の分配を行います。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わない場合があり
ます。 

③ 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益は、運用の基本方針に基づき運用を行います。
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★代表的な資産クラスとの騰落率の比較 
 

（注１） 当ファンドについては2016年８月～2018年７月（５年未満）、他の代表的な資産クラスについては、2013年８月～2018年７月の５年
間の各月末における直近１年間の騰落率の平均値、最大値、最小値を表示したものであり、決算日に対応した数値とは異なります。 

（注２） 当ファンドの年間騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算した年間騰落率が記載されておりますので、実際の基準価
額に基づいて計算した年間騰落率とは異なる場合があります。 

（注３） 全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。 
（注４） 騰落率は小数点第２位を四捨五入しております。 
（注５） 各資産クラスの指数 

日本株：TOPIX（配当込み） 
TOPIXとは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、TOPIXに関する知的財産権その他一
切の権利は東京証券取引所に帰属します。東京証券取引所は、TOPIXの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証する
ものではありません。東京証券取引所はTOPIXの算出もしくは公表方法の変更、TOPIXの算出もしくは公表の停止またはTOPIXの商
標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。 
 
先進国株：MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース） 
MSCIコクサイ・インデックスは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で構成されています。また、MSCIコク
サイ・インデックスに対する著作権及びその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。 
 
新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース） 
MSCIエマージング・マーケット・インデックスは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の新興国で構成されています。また、MSCI
エマージング・マーケット・インデックスに対する著作権及びその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。 
 
日本国債：NOMURA－BPI国債 
NOMURA－BPI国債とは、野村證券株式会社が発表している我が国の代表的な債券パフォーマンスインデックスで、国債のほか、地方
債、政府保証債、金融債、事業債および円建外債等で構成されており、ポートフォリオの投資収益率・利回り・クーポン・デュレーショ
ン等の各指標が日々公表されます。NOMURA－BPI国債は野村證券株式会社の知的財産であり、当ファンドの運用成果等に関し、一切
責任ありません。 
 
先進国債：FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース） 
FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合投資収益率を各市場の
時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数に関する著作権、商標権、その他知的財産権はすべてFTSE Fixed Income LLC
に帰属します。 
 
新興国債：FTSE新興国市場国債インデックス（円ベース） 
FTSE新興国市場国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、主要新興国の国債の総合収益率を各市場の時価総額
で加重平均した債券インデックスです。同指数に関する著作権、商標権、その他知的財産権はすべてFTSE Fixed Income LLCに帰属し
ます。 
 
※ 先進国株ならびに新興国株については米ドルベースのため、Bloomberg L.P.（ブルームバーグ・エル・ピー）が提供する円換算の指
数を表示しております。   
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★当該投資信託のデータ 
☆当該投資信託の組入資産の内容 
○組入ファンド 

ファンド名 
当作成期末 

2018年８月27日 
MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンド 98.3％ 
その他 1.7％ 
組入銘柄数 １ファンド 

（注１） 組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２） 組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。 
（注３） 組入比率は小数点第２位を四捨五入しております。 
 
○資産別配分 ○国別配分 ○通貨別配分 

 
（注１） 資産別・通貨別配分の比率は純資産総額に対する評価額の割合、国別配分の比率は組入証券評価額に対する評価額の割合です。 
（注２） 組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載されています。 
 
 
☆純資産等 

項目 
第11期末 第12期末

2018年５月28日 2018年８月27日
純資産総額 803,879,398円 742,940,954円
受益権総口数 763,497,084口 741,236,383口

１万口当たり基準価額 10,529円 10,023円
（注）当作成期間（第11期～第12期）中における追加設定元本額は6,556,244円、同解約元本額は101,439,208円です。 
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☆組入ファンドの概要 
MASAMITSUデータセクション・ビッグデータ・マザーファンド（2017年８月29日～2018年８月27日）  
○基準価額の推移 

 
（注）設定日の基準価額は設定価額を記載しております。 

○１万口当たりの費用明細 
（2017年８月29日～2018年８月27日） 

項目  
(a) 売買委託手数料 244円
（株式） (180)
（投資証券） ( 0)
（先物オプション） ( 1)
（信用） ( 63)

(b) その他費用 82
（信用取引） ( 80)
（その他） ( 2)

合計 326
（注） １万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間の

ものです。２ページ（１万口当たりの費用明細）の項目の概要
および注記をご参照ください。   

○組入上位10銘柄（ロングポジション） 
順位 銘柄名 業種 組入比率
１ 青木あすなろ建設 建設業 2.3％
２ TDK 電気機器 1.2％
３ FIG 情報・通信業 1.1％
４ ローム 電気機器 1.1％
５ 飯野海運 海運業 1.0％
６ セレス 情報・通信業 1.0％
７ SHIFT 情報・通信業 1.0％
８ レノバ 電気・ガス業 1.0％
９ ルネサスエレクトロニクス 電気機器 1.0％
10 メルカリ 情報・通信業 1.0％

組入銘柄数 76銘柄
（注１） 比率は純資産総額に対する評価額の割合で、小数点第２位を

四捨五入しています。 
（注２） ロングポジションにおける組入全銘柄に関する詳細な情報等

につきましては、運用報告書（全体版）に記載されています。 

 
○組入上位10銘柄（ショートポジション） 
順位 業種 組入比率
１ その他金融業A 1.0％
２ 卸売業B 1.0％
３ 不動産業C 0.8％
４ 銀行業D 0.7％
５ 保険業E 0.7％
６ 銀行業F 0.7％
７ 電気機器G 0.7％
８ 輸送用機器H 0.7％
９ 銀行業I 0.7％
10 小売業J 0.7％

組入銘柄数 22銘柄 
（注１） 比率は純資産総額に対する評価額の割合で、小数点第２位を

四捨五入しています。 
（注２） 円滑な企業調査を行い、ファンドのパフォーマンスを守るた

め、運用報告書においてショートポジションの銘柄名は開示
しておりません。  

○資産別配分 ○国別配分 ○通貨別配分 

（注１） 上位10銘柄、資産別・国別・通貨別配分のデータは2018年８月27日現在のものです。 
（注２） 資産別・通貨別配分の比率は純資産総額に対する評価額の割合、国別配分の比率は組入証券評価額に対する評価額の割合です。なお、資

産別配分は０％未満の資産があるため棒グラフで表示しております。 
（注３）比率は小数点第２位を四捨五入しております。 
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